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2022 年度予算編成にあたっての基本的・重点要望 

2021 年 11月 8日 

日本共産党伊丹市議会議員団 

上原秀樹 久村真知子 

 

はじめに 

 菅政権がわずか 1年余りで政権を投げ出し、安倍・管政権を引き継ぐとする岸田政権に変

わりましたが、岸田首相は国会での議論も代表質問だけで十分な議論もせず、衆議院を解散

し、総選挙が行われることになりました。日本共産党は、今度の総選挙で「野党共闘で政権

交代を」と訴えて闘いましたが、自民・公明政権の継続となったことは残念なことです。引

き続き命・暮らし最優先の政治実現に全力を尽くします。 

 安倍・管政権を引き継いだ岸田政権の政策は、格差と貧困を広げたアベノミクス、社会保

障の削減など従来型の政治を行うことは所信表明で明らかになったところです。この政治か

ら市民の暮らしを守る砦としての伊丹市政が求められています。以下、2022 年度予算編成

にあたっての基本的・重点要望を提案しますので、予算に反映していただきますようお願い

します。 

 

１．新型コロナ感染症対策――経済・社会活動を再開しながら、命を守る対策を 

９月以降、新規感染者の減少が顕著になっており、経済・社会活動の再開も重要な課題に

なっています。同時に、このまま終息に向かうとは誰も考えておらず、再び、感染爆発と医

療崩壊を絶対に起こさないコロナ対策が求められています。 

１）日本でも世界でも、ワクチン接種後の「ブレークスルー感染」が起きています。感染抑

止のためには、ワクチン接種（追加接種を含めて）を安全にすすめるとともに、大規模な

検査を行い、感染の火種を見つけ、消していくことが必要です。 

 ① 国・県と共同で、「いつでも、誰でも、無料で」という大規模・頻回・無料のＰＣＲ

検査を行うこと。 

② 職場、学校、保育所、幼稚園、家庭などでの自主検査を大規模かつ無料で行えるよう

に、国が思い切った補助を行うように要望すること。伊丹市としても検査キットを無料

で配布し、行政検査につなぐことができるようにすること。 

２）コロナ病床の拡充、臨時の医療施設の増設、往診・訪問看護の体制強化など、臨時の医

療体制を整備することは、「第６波」への備えとして急務です。また、保健所の機能マヒ

も絶対に起こしてはなりません。 

 ① 医療機関の減収補てんと財政支援、医療従事者の待遇改善を国に求めること。 

 ② 市立伊丹病院での感染症対策は、コロナ感染症対策を教訓に万全の体制を整備するこ

と。また、近畿中央病院の跡地には、急性期病床が 200 床減少することを考慮し、回復

期病床にとどまらず、地域住民が望む医療機関が誘致できるよう公立学校共済組合や伊

丹市医師会と協議を続けること。 
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③ 保健所の体制も、臨時採用や他部署からの派遣などの緊急増員を確保しつつ、増やし

た職員を定員化するなど、正規の職員増もすすめるよう国・県に求めること。 

３）緊急事態宣言は４回になるのに、持続化給付金・家賃支援給付金も、国民への特別給付

金も１回だけです。コロナ危機で、仕事や所得が減少し、生活が困窮している人も少なく

ありません。また、いわゆる中間層にもボーナスや賃金の減少が広がり、教育費負担や住

宅ローンの重い負担もあり、"コロナによる生活悪化"が起きています。 

  事業者は、さらに深刻で、売り上げの大幅減少や借入金の増大など、コロナ危機のもと

で体力が落ち込み、"再建"が困難な事態も広がっています。 

  コロナ危機で傷んだ暮らしと営業の深刻な実態を放置するなら、コロナ危機後の経済危

機に陥ってしまいます。 

 ① コロナ危機で収入が減った家計への支援として、１人１０万円を基本に「暮らし応援

給付金」を５兆～６兆円規模で支給し、国民の暮らしを支えること。いわゆる中間層

（年収１０００万円未満程度）を含め幅広く対象にし、生活が困窮している低所得者に

は手厚い支給をすることを国に求めること。 

② 中小企業、個人事業主、フリーランスに持続化給付金・家賃支援給付金を再支給する

とともに、コロナ危機が終焉（しゅうえん）するまで継続し、雇用調整助成金のコロナ

特例も継続することを国に求めること。 

③ 伊丹市としても、国に財源を求め、国の対策が不十分なところには、財政調整基金を

取り崩してでも暮らしと営業に対する支援を行うこと。 

 

２．憲法を生かし、人権を守り、市民が主人公、平和の実現に寄与する伊丹市政を 

 岸田政権は安倍・管政権を引き継ぎ、憲法改定に執念を燃やしています。とりわけ、今度

の総選挙で自民、公明、維新の改憲派が衆議院議員の 3分の 2を占めたことで、改憲を加速

化させる危険性が強まるとともに、アメリカとの軍事一体化を強め、「敵基地攻撃能力」を

有することを言明するなど日本を危険な戦争への道に導こうとしています。 

 自衛隊基地を抱える伊丹市として、住民の命と財産を守るために、戦争への暴走を止め、

憲法を生かした市政を進めることが求められています。 

 また、ジェンダー平等社会の実現も重要な課題となっています。 

① 安保関連法＝戦争法の廃止、憲法 9条をはじめ憲法を守り生かすことを国に求めるこ

と。 

② 11 月に予定されている日米共同指揮所演習（ヤマサクラ 81）は、米陸軍と陸上自衛隊

の共同演習で、対中国戦略で離島を奪取し中国軍の艦船や航空機などを攻撃・威嚇する作

戦の演習として過去最大規模となるとされている。その指令の中心が市内伊丹駐屯地の中

部方面総監部となり、事が起れば戦争の拠点とされる危険性があるもので、市民の生命と

財産を守るためにも、危険な演習はやめるべきであり、国に対して中止を求めること。 

③ 核兵器禁止条約が 2021年 1月 22日に発効し、現在、批准国が 56カ国となり、来年開

催される締結国会議に NATO加盟国のノルウェーがオブザーバー参加することなど、世界

的に核兵器禁止条約への期待が高まっている。唯一の戦争被爆国である日本として、締結
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国会議にオブザーバー参加するとともに、早急に署名と批准をすることを国に求めるこ

と。 

④ 一昨年 4月 1日の米軍機オスプレイの緊急着陸では、飛行目的、ルート、不具合の原

因、落下物など近隣住民への被害などの事実関係が明らかにされなかった。改めて危険な

オスプレイの飛行中止を米軍と国に強く申し入れること。対米従属的な日米地位協定の見

直しを求めること。 

⑤ 自衛隊への電子データによる個人情報の提供はやめること。必要と考えるならば、個人

情報保護条例に基づき、専門的知見を踏まえた意見を明らかにすること。 

⑥ ジェンダー平等社会を実現する観点から、すべての人が社会、経済活動に生き生きと参

加できる当然の権利を保障するため、行政のあらゆる部面でジェンダー平等の視点を貫く

こと。国に対して選択的夫婦別姓制度の実現を求めること。 

⑦ パートナーシップ宣誓制度に基づき、相談窓口の充実、啓発パンフの普及など性的マイ

ノリティの人権を守る施策を強化すること。 

⑧ 「差別を許さない都市宣言」の廃止等すべての同和行政・教育を終了すること。「同和

問題」に関する市民意識調査はやめること。 

 

 

３．福祉・医療の充実で、市民の暮らしを守る伊丹市に 

 岸田首相は、「新しい資本主義」とか「成長と分配の好循環」などと言っていますが、そ

の中身は、アベノミクスそのものです。 

 アベノミクスで起きたのは、貧富の格差の劇的な拡大です。安倍・菅政権のもとで、大企

業は利益を増やし、内部留保は１３３兆円も増加し４６７兆円（２０２０年度末）もの巨額

になりました。それにもかかわらず法人税は減税（２８％から２３・２％）されました。大

富豪の資産は、６兆円から２４兆円へと４倍にも膨れ上がりました。 

 その一方で、２度の消費税増税が家計に重くのしかかり、働く人の平均実質賃金は２２万

円も減りました。 

 国に対して、アベノミクスを教訓に家計応援の政治に切り替えて経済のボトムアップ＝底

上げをはかることを求めるとともに、伊丹市としてもケア労働を待遇改善し、社会保障の拡

充を行うこと等、福祉・医療の充実で暮らしを守る対策が求められています。 

① 国が基準を定めている、介護・福祉・保育職員の賃金を引き上げ、配置基準の見直し雇

用の正規化、長時間労働の是正など、ケア労働の待遇を改善することを国に求めること。 

② 国民健康保険税引き下げのため、国にさらに 1兆円の公的負担を求め、均等割り・平等

割の廃止で協会けんぽ並みの保険税にすることを国に求めること。来年度から就学前の子

どもの均等割りが半額にされるが、市独自に少子化対策として財政支援を行い、さらなる

子どもの均等割りの軽減を行うこと。 

③ 国の介護保険制度の改善で、介護保険料・利用料の減免、保険給付を拡充するととも

に、特養ホームなど介護施設の増設により、必要な介護が受けられるようにすること。 

④ こどもの医療費は所得制限なしで義務教育終了まで無料にすること。 
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⑤ 国に対して、生活保護を「生活保障制度」に改め、必要な人がすべて利用できる制度に

するとともに、生活保護費削減を復元し、支給水準を生存権保障にふさわしく引き上げる

ことを求めること。生活保護へのスティグマを解消するため、伊丹市として「生活保護は

権利です」というアピールを積極的に行うこと。 

⑥ 待機児童と詰め込み保育の解消のため、さらに認可保育所を増設すること。年度途中の

待機児童を解消する方法を別途考えること。2号認定こどもの副食費実費徴収をやめるよ

うに国に求めること。 

 

４．すべての子どもの成長発達を支える豊かな教育環境の確立を 

 教育は子ども一人ひとりの幸せ、成長と発展のためにあります。それだけに社会にとって

大切な営みです。教育は子どもの権利であり、家庭の経済力に関わらず、すべての子どもに

豊かな教育環境を確立することが求められます。また、コロナ禍における学校と家庭におけ

る生活の変化や端末の使用等でストレスが溜まっている可能性があり、十分な配慮が求めら

れています。さらに、コロナ感染対策も引き続き重要な課題です。 

① コロナ禍で少人数学級の必要性が明らかとなり、35人学級が毎年 1学年ずつ実施され

ています。しかし小学校 6年生の実施には数年かかることから一気に 35人学級を実施す

るとともに、中学校においても同様の少人数学級を実施することを国に求め、その間、県

が小学校 4年生まで実施している 35人学級を直ちに 6年生まで拡大し、中学校まで広げ

るよう求めること。 

② 競争教育を激化させる「全国学力テスト」への参加をやめるとともに、市独自の「学力

テスト」も中止すること。 

③ コロナ禍による困難な子どもへの対策としても、スクールソーシャルワーカー、スクー

ルカウンセラーのさらなる増員で児童・生徒と家庭を支援するとともに、介助員の増員で

障がい児の教育を受ける権利を保障すること。 

④ 教育のあらゆる部門で子どもの権利を守ることを宣言し、実行ある施策を推進するとと

もに子どもの権利擁護のためにも子どもの権利条例を制定すること。子どもの権利条約の

内容が子どもにも理解できるパンフレット等を作成し、子ども同士で「子どもの権利」が

議論できる環境をつくること。 

⑤ 幼児教育の推進に関しては 2018年 1月の文教福祉常任委員会における付帯決議を順守

すること。公立幼稚園、認定こども園における 3歳児全員入園を実現するとともに、4、5

歳児において単学級にならざるを得ない状況を打開すること。 

⑥ 大学・短大・専門学校の学費をすみやかに半額に引き下げ、高等学校、高等教育の無償

化をめざすとともに、入学金制度をなくすよう国に求めること。 

⑦ 学校給食の無償化を目指し、まずは中学校給食に対する助成を行うこと。就学援助制度

のさらなる充実を図ること。 

 

５．中小企業・零細業者への支援を強め、人間らしく暮らせる地域社会と住みよい住環境を 

中小企業は日本経済の根幹であり、「社会の主役として地域社会と住民生活に貢献」(中小
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企業憲章)する存在です。また、働く人の 3人に 2人が働いている雇用の担い手でもありま

す。これら中小企業、業者、商店、農業者に支援を強化することは住みよいまちづくりに欠

かせません。特に、コロナ禍で経営基盤が脆弱となっている中小企業・業者に対する支援が

必要です。 

① コロナ禍で脆弱となっている経営基盤の状況を調査し、必要な支援策を講じること。国

に対して、持続化給付金、家賃支援給付金の再度支給とともに、協力金、支援金などの拡

充と迅速化を行うことを求めること。事業者の立場にたった、ていねいな対応と相談体制

を確立すること。 

② コロナ対応の緊急借入で積みあがった中小企業の債務をどう解決するかが大きな問題に

なっており、コロナ対応借入分の軽減・免除する仕組みをつくること。 

③ 文化・芸術関係者に対して、新たなイベントへの支援にとどめず、「場と担い手」への

支援を行うとともに、国費を数千億円単位で支出して「文化芸術復興創造基金」を抜本的

に強化することを国に求めること。アイホールは演劇ホールとして存続すること。 

④ 「中小企業振興条例」「農業振興条例」の制定で、地域循環型経済の仕組みをつくるこ

と。 

⑤ 大型小売店の相次ぐ出店で地域の商店が廃業に追い込まれている。中心市街地だけでは

なく、空き店舗対策、家賃補助等によって市内周辺の商店も守る手立てをとること。 

⑥ 個人事業主における国保税や市民税、固定資産税などの滞納処分については、事業の存

続や生活の状況を鑑み、積極的に納税緩和措置を活用すること。また、場合によっては、

税の執行停止を行うこと。固定資産税・都市計画税の減免申請における手数料への費用支

援を行うこと。 

⑦ 市営住宅は戸数を減らすのではなく、必要な個数を維持し、旧耐震住宅は順次建て替え

を行い、バリアフリー化された住みよい住環境を提供すること。住民からの修繕要求には

積極的に対応すること。 

⑧ 大企業への優遇税制の廃止・縮小や所得税・住民税の最高税率を引き上げるなど、大企

業と富裕層に応分の税負担を求め、消費税を 5％に減税するよう国に求めること。政府が

導入を予定しているインボイス制度は、零細業者やフリーランスに納税義務を広げ、負担

と格差をさらに拡大するものであり、ただちに中止することを国に求めること。 

 

６．自然災害から市民の命を守るとともに、環境を守り、安心・安全の伊丹市を 

地球温暖化の影響で台風、豪雨など自然災害が相次ぐとともに、南海・東南海地震もいつ

起こるかわからない状況にあり、災害や事故から市民の命と暮らしを守る政治が求められて

います。特に気候危機を打開するための積極的な対策が必要となっています。 

① 気候変動危機に対応するために、国に対して原発ゼロ、石炭火力発電所ゼロ、2030 年

までに 10年比で 50～60％削減、2050年にはカーボンゼロの計画を策定することを求める

とともに、伊丹市としてもこの目標に見合う野心的な目標を決めること。 

② 災害の発生に備え、市民の防災意識啓発に努めること。感染が広がる中での避難対策に

関しては一定の見直しがされたが、避難所におけるきめ細かな対応（発熱、障がい者、高
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齢者等）や地域における要支援者の避難誘導等を含めた地域ごとの「防災まちづくり計

画」を推進するための支援を行うこと。体育館に空調施設整備など避難所の改善を図るこ

と。 

③ 航空機に係る環境基準達成には程遠い状況にあることから、大阪空港における国際便就

航を求めることはやめること。環境基準達成に向けた不断の努力で目に見える効果を上げ

ること。 

④ 市内 1，2 級河川の浚渫等豪雨対策を国・県に要望すること。 

 

７．「住民の福祉の増進」(地方自治法)に必要な財源を国に求め、伊丹市が主体となって市

民の暮らしを守る伊丹市に 

 新型コロナウイルスの影響によって地方税等が減少する中で、地方固有の財源である地方

交付税の大幅な増額が求められています。毎年度の概算要求では、一般財源は前年度の水準

を下回らないとされたことを踏まえたものとなっていますが、引き続き感染対策の財源は必

要です。一方、コロナ禍に関わらず、社会保障費抑制路線を継承し、国民負担増、給付削減

を着実に実行するとされていることは問題です。 

 このような政治に反対し、「住民の福祉の増進」(地方自治法)に必要な財源を国に求め、

伊丹市が主体となって市民の暮らしを守る市政を行うことが求められています。 

① 地方交付税のあり方をゆがめる「トップランナー方式」の導入等による地方交付税の引

き下げはやめ、真に必要な地方財源が確保できるようにするとともに、コロナ感染対策に

必要な財源を確保することを国に求めること。 

② 集約化を進めようとしている共同利用センターについて、住民の利益に反する統廃合で

はなく、住民合意のもとでの維持・管理・更新への対策を行うこと。 

③ 公契約条例を制定し、請負契約や委託事業に関わる労働者が生活できる賃金を保障する

こと。 

④ 自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）の推進にあたっては、「地方自治の

本旨」（憲法第 92条）に基づき、「住民の福祉の増進を図る」（地方自治法第 1条の 2）こ

とを原則とすること。また、推進にあたってはそれぞれの業務を担当する職員や市民の意

見が適切に反映さえる体制を整え、新たに情報システムを自治体の業務に導入する際に

は、職員がシステムをチェックでき、市民に行政責任を果たさせる体制を確保すること。 

⑤ 国はマイナンバーカードに健康保険証や運転免許証、国税、年金などの情報をひも付け

しようとしているが、相次ぐ個人情報の漏洩が問題となり、多くの国民が個人情報の提供

に不安を感じている。国民監視の強化や個人情報の漏洩につながるマイナンバーカードの

ひも付けはやめるよう国に求めること。 

以上 

 


